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全産業における死傷者数の推移［全国］ 



労働災害発生状況（H29）［全国］ 

事故の型別労働災害発生状況（H29）［全国］ 



建設業の事故の型別・起因物別労働災害発生状況［全国］ 



業種別、度数率、強度率、死傷年千人率［全国］ 

全産業における度数率、強度率、死傷年千人率［全国］ 

業種別、死傷年千人率の推移［全国］ 

産業別災害率（度数率、強度率）［全国］ 
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業種別・死亡災害発生状況の推移（H20-H29）［東京］ 

事故の型別・死亡災害発生状況の推移( H20-H29)［東京］ 
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業種別・死傷災害発生状況の推移（H15-H29）［東京］ 

事故の型別・死傷災害発生状況( H15-H29)［東京］ 
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はさまれ・巻き込まれ 

崩壊・倒壊 

飛来・落下 

その他 
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災害程度別 

4日～14日 

15日～1ヶ月 

1～3ヶ月 
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死亡 

林業における死傷者数（H25～29）［青梅署］ 
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起因物別 地山、岩石 

立木等 

手工具 

チェーンソー 

その他の一般動力機械 

木材、竹材 

機械集材装置、運材索道 

その他 



平成３０年 建設業 死亡災害事例 

 月日 業種 

職種 事故の型 
発生状況の概要 年齢 

起因物 経験 

1 1月 
建築工事

業 

とび工 はさまれ、巻
き込まれ 

RC造新築工事で、被災者が作業構台の端から地下階の状
況を確認していたところ、旋回した移動式クレーンと作業構台
の手すりの間に挟まれた。 30歳代 

移動式クレー
ン 

1年以上5年
未満 

2 2月 
建築工事

業 

塗装工 墜落、転落 
被災者は、３階建の建物の外壁補修工事で、外部足場と建
物躯体に足を乗せて既存の外壁コーキング材の撤去作業を
行っていたところ、約２メートルの高さから墜落した。 60歳代 

足場 
30年以上 

3 3月 
建築工事

業 

土工 墜落、転落 
オフィスビル新築工事現場で、内階段のコンクリート打設作業
を行っていた被災者が、４階開口部から約１０メートル下の地
上まで墜落した。 60歳代 

開口部 
30年以上 

4 6月 
建築工事

業 

とび工 墜落、転落 
被災者は、木造家屋新築工事に伴う先行足場の組立作業に
おいて、最上段の手すりを取付けるため、その下の手すりに
足を乗せて取り付け作業を行った後、当該箇所から墜落し
た。 

20歳代 

足場 5年以上10
年未満 

5 6月 
建築工事

業 

解体工 飛来、落下 
被災者は、解体現場でのダクトの撤去作業を行っていたとこ
ろ、当該ダクトが落下し、被災者の頭部に激突した。 

30歳代 その他の仮設
物、建築物、
構築物等 

1年以上5年
未満 

6 6月 

その他の
建築工事
業 

とび工 飛来、落下 
鉄骨部材（躯体梁となるＨ形鋼）を搬入したトラック荷台より
フォークリフトで降ろす作業中、鉄骨部材が荷台から落下し、
この付近にいた被災者が当該鉄骨部材（約６８０ｋｇ）の下敷
きとなり、死亡したもの。鉄骨部材は全２２本搬入されており、
うち２１本は降ろし終え、残された１本が落下した。  

20歳代 

フォークリフト 5年以上10
年未満 

7 7月 
建築設備
工事業 

設備機械工 墜落、転落 
ビル新築工事における土止め用Ｈ鋼の上部切断作業におい
て、地上１階から地下１階に通じるドライエリアの地上の開口
部から約５メートル下の地下１階へ墜落したもの。  70歳代 

開口部 
30年以上 

 

平成３０年 林業 休業災害事例 

 月日 業種 

休業日数 事故の型 
発生状況の概要 年齢 

起因物 経験 

1 1月 
木材伐出

業 

休業3ヶ月 墜落、転落 
伐採した木材を搬出するため、運材索道の準備作業中、横行
線に滑車をかけ、当該滑車にワイヤーを掛けようとしたところ、
足を滑らせ斜面を滑落し、７メートル下の立木に激突し負傷
（骨折）したもの。 

70歳代 

地山、岩石 10年以上20
年未満 

2 3月 
その他の
林業 

休業3ヶ月 激突され 
間伐作業中、伐木した倒木をチェーンソーで玉切りしていたと
ころ、切り落とした倒木が踝（くるぶし）にあたり負傷（骨折）し
たもの。 40歳代 

立木等 5年以上10
年未満 

3 3月 
その他の
林業 

休業6ヶ月 激突され 
間伐作業中、雪折れした立木をチェーンソーで切断したところ、
切断した立木が作業者側に動いて作業者のすねにあたり負
傷（打撲）したもの。 60歳代 

立木等 5年以上10
年未満 



 

 
 

Ⅰ 第1３次労働災害防止計画の目標 
 

厚生労働省では、2018年度（平成30年度）を初年度とし、2022年度（平成34年）までに2017年（平成29年）比で労働災害による

死亡者数を15％以上減少、死傷者数（休業４日以上）を死傷年千人率で5％以上の減少を図ること等を目標とした、「第13次労働災

害防止計画（以下、「13次防」という）」を策定し、これを踏まえた「東京労働局労働災害防止計画～Ｓａｆｅ Ｗｏｒｋ 「トップが打ち出す方針 

みんなで共有 生み出す安全・安心」～」の策定（死亡者数を15％以上、死傷者数を5％以上、第三次産業の死傷年千人率で5％以上

の減少）を受け、青梅労働基準監督署は平成30年４月に第13次の「青梅労働基準監督署 労働災害防止推進計画」を策定した。 
 

当署においては 
 

１）死亡災害を発生させない（2022年まで死亡災害をゼロとする（12次防期間中の最少である0人以下）） 

２）休業４日以上の労働災害の減少 

   2022年（平成34年）の死傷者数を290人以下とする（12次防の目標である290人以下とする） 

３）重点業種（製造・建設・陸運・三次）を設定し、あらゆる機会を通じて事業場に対する指導、支援等の強化を図る。 
   
【小目標】 

① 製造業及び建設業の死亡災害を発生させない 

② 第三次産業の労働災害の減少（2017年と比較して2022年までに死傷年千人率で５％以上減少させる） 

※小売業、社会福祉施設、飲食店及びビルメンテナンス業の労働災害防止等対策を重点的に講じ減少を図る 
③ 転倒災害等の行動災害による死傷災害の占める割合の減少（青梅署STOP転倒災害プロジェクト） 

④ ストレスチェックにかかる集団分析の活用割合向上のため、集団分析実施割合の向上を図る 
 

以上３項目及び小目標（４項目）と対策を掲げ、５か年の取組を行う。 
 

Ⅱ 第12次労働災害防止計画（以下、12次防）期間中における全産業の労働災害の推移 
 

（１）青梅署12次防期間中における「休業４日以上の労働災害」の発生状況と13次防目標 

12防期間中の死傷者数は、最終年までの5か年で1582人、最終年の死傷者数は316人と12次防期間中の目標である290人

を大きく上回る結果となった。そのため、東京労働局が示す13次防計画減少目標の5％を超えて、当署における減少目標

率（8％、290人）を設定し13次防計画に取り組むこととした。 

重点業種別の災害発生状況では、平成24年と比較して、運送交通業、第三次産業において増加となり、製造業、建設業

では減少となった。また、第三次産業の重点業種別では「小売業」「社会福祉施設」で平成24年に比べ増加となり「飲食

店」「清掃業等」では微減少であった。 

 

第13次 青梅署労働災害防止計画 
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[図１]12次防計画の達成状況及び13次防計画（休業４日以上の推移） [図２]１２次防期間中の事故の型別死傷災害発生状況 

事故の型別では「転倒」による災害が最も多く12次防期間中で345人（21.8％）、

増減を繰り返しているものの、近年は増加傾向にある。次いで腰痛等に代表される
「動作の反動、無理な動作」災害、機械災害での発生が多い「はさまれ巻き込まれ」
災害、「墜落・転落」災害、「切れ・こすれ」災害等となっている。 

「転倒」「動作の反動等」の労働者の行動に起因する災害の発生が多く、引き続き
「青梅署STOP転倒災害プロジェクト」等の推進を通じ、危険の見える化等事例の周
知等を図り当該災害を含めた労働災害防止への取組を行う。 

 

（２）死亡災害発生状況の推移 

12次防期間中の死亡者総数は、11人である。目標値は最終年で“0人”で、初年
度に目標値を達成したものの、次年度以降死亡災害が毎年発生したものである。 

事故の型別では交通事故による災害が最も多く、墜落による災害は無かった。 

業種別では製造業、建設業、運輸交通業において死亡災害が発生している状況
で、その他、林業、商業においても死亡災害が発生した。 

13次防においては、再度“死亡災害ゼロ”を目標に取組を行う。 

死亡災害  Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 目標 

全産業  ０  １  ３  ６  １  ０  

[図３] 12次防期間中の死亡災害 

[表１] 死亡災害の推移 

青梅労働基準監督署 

4 

3 

2 

1 
1 

事故の型別 
交通事故（道路） 

飛来・落下 

はさまれ等 

転倒 

その他 

※ 新成長戦略（平成２２年６
月１８日閣議決定）の目
標年度である平成３２年
度までに３０％減少させ
ることを達成目標として、
平成２９年までに平成２４
年比約１７％減少させる
。）） 
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2 3 

3 

業種別 
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運輸業 
その他 
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起因物別 

建設機械等 

仮設物、建築

物、構築物等 

[図２] 12次防期間中の死亡災害発生状況 
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の12次防期間中の全産業に占める労働災害発生件
数の割合は12.2％（193人）である。（※図7）  平成29 

年は平成24年に比べ、大幅に減少しており、青梅署の全業種目標で
ある１８．３％以上減少の目標を達成した。（※表１）  
事故の型別の労働災害発生状況では、足場等の仮設物や建築物、

構築物等において発生することの多い「墜落・転落」災害が最も多く発
生しており、12次防期間中66人、建設業に占める割合が34.2％、（最
終年9人、25.7％）、次いで「飛来落下」災害、24人（同12.4％）、「転
倒」災害、22人（同11.4％）である。（※図５） 
工事種別ごとの発生状況では、建築工事業が98人（50.8％）、土木

工事73人（同37.8％）、その他22人（同11.4％）である。（※表２） 
 重篤な災害も多く発生してお 

り、死亡災害＋休業１か月以上 

の災害で建設業全体の６割以 

上を占めることなどから、東京 

局13次防計画取組事項により、 

作業間連絡調整、見える化等 

の取組にかかる指導援助を行う。 

の12次防期間 

中の全業種に 

占める労働災害発生件数の割 

合は20.4％（323人）である。 

（※図7） 平成29年は平成24年 

（11次防最終年）に比べ減少し 

ており、青梅署の全業種の目標 

である１８．３％以上減少の目標を達成した。（※表１） 
 事故の型別労働災害発生状況では、機械・設備にかかる災害にお
いて多く発生している「はさまれ・巻き込まれ」災害が最も多く発生して
おり、12次防期間中113人、製造業に占める割合が34.9％、（最終年
25人、42.4％）、次いで「転倒」災害46人（同14.2％）である。（※図４） 
 機械設備にかかる災害では、ひとたび災害が発生すると重篤化しや
すく、機械によるはさまれ災害での死亡災害＋休業1月以上の災害の
割合が高い（※図４②）、また、材料の落下による死亡災害が発生して
いることなどから、青梅署における13次防期間中の重点業種として、
労働災害防止にかかる指導援助を行う。 

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 12次防 前年 確定値

確定値 確定値 確定値 確定値 確定値 確定値 合計 確定 増減値 増減率 増減値 増減率 目標値 増減率 割合

 81  65  68  66  65  59 323 65 -6 -9.2% -22 -27.2%  - - 18.7%

 27  12  13  12  15  12 64 15 -3 -20.0% -15 -55.6%  - - 3.8%

 13  14  11  13  13  12 63 13 -1 -7.7% -1 -7.7%  - - 3.8%

 53  31  45  34  48  35 193 48 -13 -27.1% -18 -34.0% - - 11.1%

 28  13  20  22  28  15 98 28 -13 -46.4% -13 -46.4%  - - 4.7%

 20  11  15  11  19  17 73 19 -2 -10.5% -3 -15.0%  - - 5.4%

 5  7  10  1  1  3 22 1 ＋2 200.0% -2 -40.0%  - - 0.9%

 39  40  45  42  42  46 215 42 ＋4 9.5% ＋7 17.9%  - - 14.6%

 34  30  35  34  34  42

 3  3  3  5  5  2

 3  3  3  5  5  2 18 5 -3 -60.0% -1 -33.3% - - 0.6%

 157  151  150  143  161  164 769 161 ＋3 1.9% ＋7 4.5%  - - 51.9%

 35  34  33  40  35  47 189 35 ＋12 34.3% ＋12 34.3% - - 14.9%

 32  27  27  23  32  39 148 32 ＋7 21.9% ＋7 21.9% - - 12.3%

 22  16  13  12  9  15 65 9 ＋6 66.7% -7 -31.8% - - 4.7%

 4  3  -  1  4  1 9 4 -3 -75.0% -3 -75.0% - - 0.3%

 4  4  4  4  5  8 25 5 ＋3 60.0% ＋4 100.0%  - - 2.5%

 22  10  12  21  11  10 64 11 -1 -9.1% -12 -54.5%  - - 3.2%

 355  300  323  311 332  316 1,582 332 -16 -4.8% -39 -11.0% 290 9.0% 100.0%

重

点

対

象

業

種

小売業

社会福祉

飲食店

ﾋﾞﾙﾒﾝﾃﾅﾝｽ

その他三次産業（金融・警備）

上記以外

全産業

貨物取扱業

陸上貨物
13.9%39

第三次産業

陸

上

貨

物

道路貨物
-12.8% ＋7 20.6%

製造業

食料品
金属製品

-

建築工事

土木工事

その他の建設

運輸交通業

建設業

Ｈ29目標との比較

＋3

前年との比較 Ｈ24との比較

193

建設業目標 122 118 115 111 117 104 

（実績） 152 151 131 131  

小売業目標 110 107 104 100 96 94 

（実績）   114 88 92  

飲食店目標 130 126 122 118 115 111 

（実績）   84 103 102  113 

ビルメン目標 139 135 131 127 123 118 

（実績）   161 146 113  144 

（３）業種別の労働災害発生状況及びの推移  

[表１] 12次防期間中の業種別労働災害発生状況（労働者死傷病報告による。） 
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している。  
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も多く見られ、
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以上を占める。
（※図５） 
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[図４] はさまれ等 転倒 
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[図５] 墜落・転落 飛来・落下 
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[図６] 転倒 動作の反動等 
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（上記の「基本目標」を達成するため、主要施策に対応した「小目標」を設定）。
・建設業おける死亡者数 2017年と比較して、2022年までに15％以上減少させる。
・製造業については、機械災害対策を重点的に講じることにより、死亡災害を引き続き発生させない。
・陸上貨物運送事業の死傷者数 2017年と比較して、2022年までに５％以上減少させる。
・第三次産業
小売業、社会福祉施設、飲食店及びビルメンテナンス業対策を重点的に講じることにより、死傷者数を2017年と比較して、
２022年までに死傷年千人率で５％以上減少させる。
・メンタルヘルス対策 ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割合を60％以上とする。
・腰痛対策 第三次産業及び陸上貨物運送事業の腰痛による死傷者数を2017年と比較して、2022年までに５％以上減少させる。
・熱中症対策 計画期間中に死亡災害を発生させない。

小
目
標

基
本
的
考
え
方

第13次東京労働局労働災害防止計画 ～ SafeWorkTOKYO ～

「トップが打ち出す方針 みんなで共有 生み出す安全・安心」

労働災害の防止に当たっては、行政や労働災害防止団体、労働者を雇用する事業者、作業を行
う労働者だけではなく、仕事を発注する発注者や仕事によって生み出される製品やサービスを利
用する消費者等、すべての関係者が、「労働災害は本来あってはならないものである」との認識
を共有し、安全や健康のために要するコストへの理解を醸成し、それぞれの立場に応じた責任あ
る行動をとる社会を実現していかなければならない。

目指すべき社会の実現に向け、“Safe Work TOKYO”の下、
「トップが打ち出す方針 みんなで共有 生み出す安全・安心」をキャッチフレーズと
して、すべての関係者が認識を共有して取組を推進することとする。

計
画
の
ね
ら
い

○死亡災害： 2017年と比較して、2022年までに15％以上減少させる。
○死傷災害： 増加が著しい業種、事故の型に着目した対策を講じることにより、死傷者数を2017年と比較して、2022

年までに５％以上減少させる

基
本
目
標

第13次防ロゴマーク

東京において計画を推進するにあたっての３つの基本的考え方

○ 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会施設工事における安全衛生対策
⇒ 局署、受注元方事業者、関係団体及び労働者代表の連携により、労働災害防止対策に取り組む。

○ 本社機能が集中する東京発の安全衛生対策の全国への普及拡大
⇒ 企業本社が主導する全社的な安全衛生対策の推進により、全国の労働災害の減少を実現させていく。

○ 「行政が進める安全衛生対策の見える化」の推進
⇒ “Safe Work TOKYO” を活用した「行政が進める安全衛生対策の見える化」を図り、広く国民にアピールする。
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ozekit
四角
ここにメモを書いてください。
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6
12

3
9 8 7 3

13
5 6

27
24

15
12 11 17

19

22

17 13

9 2

2
4 7 2 4

2

7
6

その他の

建設事業

建築工事業

土木工事業

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年
土 木 工 事 業 6 12 3 9 8 7 3 13 5 6

建 築 工 事 業 27 24 15 12 11 17 19 22 17 13

そ の 他 の 建 設 事 業 9 2 2 4 7 2 4 2 7 6

建 設 業 合 計 42 38 20 25 26 26 26 37 29 25

建設業死亡災害発生状況（東京）
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　安衛法では、建設工事現場において、それぞれの事業者が置かれた立場に応じて、労働災害防止対
策を講ずることを義務付けています。

1. 事業者の責任
　安衛法第３条（事業者等の責務）第１項では、「事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のた
めの最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者
の安全と健康を確保するようにしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に
関する施策に協力するようにしなければならない。」と定めています。
　安衛法第２条第３項において事業者とは「事業を行う者で、労働者を使用するもの。」と定義されて
おり、安衛法における主たる義務者である事業者とは、法人企業であれば当該法人（法人の代表者ではない）、
個人企業であれば事業経営主を指しています。これは従来の労働基準法上の義務主体である「使用者」
とは異なり、事業経営の利益の帰属主体そのものを義務主体としてとらえ、安全衛生上の責任を明確に
したものです。

2. 注文者、元方事業者、特定元方事業者の責任
　建設現場の元請負人は労働災害防止に関し、自社の雇用者との関係では事業者としての責務、下請負
人との関係では、注文者、元方事業者、特定元方事業者としての責務を負います。また、最下位の下請
負人以外は、事業者としての責務に合わせて注文者としての責務も負うことになります。この関係を図
示すると図表1-3のようになります。

【2】建設現場において誰が労働災害防止対策を
　  行う義務があるのか

（二次下請）
関係請負人

（一次下請）
関係請負人

（二次下請）
関係請負人

（一次下請）
関係請負人

（元請）
元方事業者

特定元方事業者

第
三
十
一
条

第
一
項
の
注

文
者
の
措
置

義
務
者

建設工事
発注者

足
場
等
の

設
備
提
供

足
場
等
の

設
備
提
供

・
使
用

足
場
等
の

設
備
使
用

注文者
図表 1-3　労働災害防止対策の実施者

出所：国土交通省土地建設産業局建設業課『建設業法令遵守ガイドラインの改訂について
　　　（平成26 年 10 月）』より（一部改編）
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　安衛法では、建設工事現場における労働災害防止のため、それぞれの事業者に雇用される労働者が同
一の場所において作業を行う混在作業によって生じる労働災害を防止するために、それぞれの事業者が
行う管理とは別に、それぞれの立場に応じ、事業者の講ずべき措置等、元方事業者の講ずべき措置等、
特定元方事業者の講ずべき措置、注文者の講ずべき措置を義務付けています。その主な規定は図表1-4
のとおりです。

【3】事業者、元方事業者、特定元方事業者、
　  注文者の講ずべき措置

出所：国土交通省土地建設産業局建設業課『建設業法令遵守ガイドラインの改訂について（平成26 年 10 月）』より

事業者

機械等、爆発物等、エネルギーによる
危険防止措置
（第 20 条）

危険時退避措置
（第 25 条）

定期自主検査
（第 45 条）

作業方法、場所から生じる危険防止
措置

（第 21 条）

救護措置
（第 25 条の 2）

就業制限
（第 61 条）

健康障害防止措置
（第 22 条）

雇入れ時教育
（第 59 条第 1 項）

作業環境測定
（第 65 条）

作業場の衛生環境整備
（第 23 条）

特別教育
（第 59 条第 3 項）

一般健康診断
（第 66 条第 1 項）

作業行動から生じる危険防止措置
（第 24 条）

職長等教育
（第 60 条）

特殊健康診断
（第 66 条第 2 項）

元方
事業者

関係請負人、労働者に対する
指導・指示
（第 29 条）

危険な場所における危険防止措置
（第 29 条の 2）

危険時退避措置
（第 30 条の 3）

特定元方
事業者

協議組織の設置・運営、作業間の連絡・調整、関係請負人に対する教育への指導・援助等の措置
（第 30 条）

注文者
建設物等を請負人の労働者に使用させ

る場合の労働災害防止の措置
（第 31 条）

特定作業に従事させる場合の労働
災害防止の措置
（第 31 条の 3）

違法な指示の禁止
（第 31 条の 4）

図表 1- 4　労働安全衛生法のそれぞれの立場における規定

元方事業者・特定元方事業者・注文者の講ずべき措置の法的根拠は以下のとおりです。

1. 元方事業者の講ずべき措置
　安衛法第29条では、元方事業者は、関係請負人及び関係請負人の労働者が、当該仕事に関し、この
法律又はこれに基づく命令の規定に違反しないよう必要な指導を行なわなければならない、当該仕事に
関し、この法律又はこれに基づく命令の規定に違反していると認めるときは、是正のため必要な指示を
行なわなければならないとし、当該指示を受けた関係請負人又はその労働者は、当該指示に従わなけれ
ばならないと定めています。
　また、安衛法第29条の2では、建設業に属する事業の元方事業者は、土砂等が崩壊するおそれのある場
所等一定の場所においては技術上の指導その他の必要な措置を講じなければならないと定めています。
　さらに、安衛法第30条の3では、元方事業者は、当該場所において当該仕事の作業に従事するすべて
の労働者に関し、労働者の救護に関する措置を講じなければならないと定めています。

2. 特定元方事業者の講ずべき措置
　安衛法第30条では、特定元方事業者は、混在作業によって生ずる労働災害を防止するため、協議組
織の設置及び運営、作業間の連絡及び調整等の措置を講ずることと定めています。

3. 注文者の講ずべき措置
　安衛法第３条第３項では、建設工事の注文者等仕事を他人に請け負わせる者は、施工方法、工期等に
ついて、安全で衛生的な作業の遂行をそこなうおそれのある条件を附さないように配慮しなければなら
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ないと定めています。
　また、安衛法第３１条では、特定事業の仕事を自ら行う注文者は自己が所有し、又は管理する設備等
を下請業者の労働者に使用させる場合に一定の設備等に対して労働災害防止上必要な措置を講じなけれ
ばならないとし、第３１条第２項で、当該事業の仕事が数次の請負契約によって行なわれることにより
同一の建設物等について同項の措置を講ずべき注文者が二以上あることとなるときは、後次の請負契約
の当事者である注文者については、適用しないとされています。
　安衛法第３１条の３では、特定作業においては、それに従事するすべての労働者の労働災害を防止す
るため必要な措置を講じなければならないとし、さらに、安衛法第３１条の４では、注文者として関係
請負人に仕事をさせたなら、この法律・命令の規定に違反することになる指示をしてはならないと定め
ています。

　労働災害防止対策の実施者それにともなう安全衛生経費の負担者は元請負人なのか下請負人なのかの
決定は、次の事項を十分考慮して決めなくてはなりません。

1. 安全衛生経費の実施者・負担者に関する留意事項
（1）元下間における労働災害防止対策の負担者が不明確

　元請負人が特定元方事業者として統括的な安全衛生管理の必要から実施する措置あるいは注文者
として実施する措置と下請負人が事業者として実施しなければならない措置又は関係請負人として
実施しなければならない措置が混同されたり、不明確になるケースがあります。図表1-5に元下間
において不明確になりやすい労働災害防止対策の例を示します。

【4】誰が負担するのか（安全衛生経費の負担者）

出所：国土交通省土地建設産業局建設業課『建設業法令遵守ガイドラインの改訂について（平成26 年 10 月）』より

資機材関係

建設機械関係機材
（クレーン、立入禁止措置材、敷鉄板、玉掛用具等）

墜落・飛来落下防止関係機材
（足場、安全ネット、親綱、親綱支柱等）

注文者⇔下請事業者

教育関係

現場での講習会等
（新規入場者教育、建設従事者教育等）

元方事業者が主催する安全大会への参加

特定元方事業者⇔下請事業者

装備・資格関係

個人用保護具
（保護帽、安全帯、防じんマスク、保護めがね等）

技能講習等の資格取得者の配置

元方事業者⇔下請事業者

会合関係

災害防止協議会への参加

職長会の設置・運営

特定元方事業者⇔下請事業者

図表 1-5　元下間で不明確になりやすい労働災害防止対策の例
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経費の費目 適用負担 区分
○ 元請専門

　
安
全
費（

　
共
通
仮
設
費

（

1 調査費用
① 埋設物調査試掘他

2 交通規制に要する費用　
① ガードマン ○ ○
② 規制車
③ クッションドラム
④ カラーコーン ○ ○
⑤ バリケード ○ ○
⑥ 工事中表示板（内照式）
⑦ 回転灯
⑧ 規制表示看板
⑨ お願い看板

3 監視連絡等に要する費用
① 列車見張員等有資格者
② 誘導員 ○ ○
③ 監視員 ○ ○
④ 作業指揮者
⑤ 連絡員（潜水）等の配置
⑥ 構内電話
⑦ 無線機　（クレーン合図） ○ ○
⑧ 作業主任者の配置
⑨ 安全衛生推進者の配置 ○ ○

4 安全意識、注意喚起に要する費用
① 各種注意看板標識　（立入禁止・開口部分） ○ ○
② 安全掲示板 ○ ○
③ 安全旗・衛生旗 ○ ○
④ 安全衛生ワッペン・腕章 ○ ○
⑤ ポスター ○ ○
⑥ のぼり・垂れ幕 ○ ○

5 保護具類
① ヘルメット ○ ○
② 保護めがね ○ ○
③ 防じんﾏｽｸ
④ 耳栓
⑤ 安全帯 ○ ○
⑥ 防振手袋
⑦ 手袋（軍手・皮手・ゴム手） ○ ○
⑧ 安全靴 ○ ○
⑨ 防護服
⑩ 救命胴衣

6 その他
① 血圧測定器 ○ ○
② 職長保護帽 ○ ○
③ 玉掛け用ヘルバンド ○ ○
④ ＫＹﾎﾞｰﾄﾞ ○ ○
⑤ 職長会ﾎﾞｰﾄﾞ ○ ○
⑥ ラジオ体操CD ○ ○
⑦ 吹流し ○ ○

　
仮
設
費（

　
共
通
仮
設
費

（

1 墜落飛来落下災害防止設備
① 手摺 ○ ○
② 開口部養生 ○ ○
③ 幅木 ○ ○
④ 落下防護ネット ○ ○
⑤ 小幅ネット ○ ○
⑥ 安全ブロック ○ ○
⑦ 親綱・親綱支柱 ○ ○
⑧ 建築工事用エレベーター部踊り場ゲート ○ ○
⑨ 各所点検通路（支保工上他）
⑩ 安全通路 ○ ○
⑪ 揚重用吊具（ワイヤ・クランプ他） ○ ○

2 作業床に関する設備
① ローリングタワー ○ ○
② 可搬式作業台 ○ ○
③ 高所作業車
④ 脚立・立馬・作業台
⑤ 足場板・結束バンド ○ ○

3 公衆災害に要する費用
① 仮囲い（万能板・フラットパネル・シートゲート他）○ ○
② 建築工事落下防護（朝顔）
③ 防音シート
④ 防音パネル
⑤ 足場出入り口のゲート ○ ○

4 警報設備
① 土石流・洪水等の警報システム
② 異常温度の自動警報装置（潜函）
③ ベル
④ サイレン等警報装置（ずい道）

経費の費目 適用負担 区分
○ 元請専門

　
仮
設
費（

　
共
通
仮
設
費

（

⑤風力計
⑥雨量計
⑦車両系建築機械のパックセンサー等
⑨傾斜計
⑧沈下計

5 避難用設備
①避難誘導灯
②発破時の避難所
③避難用器具（空気呼吸器・携帯用照明・避難は
しご・ロープ等）

6 作業環境
①換気設備 ○ ○
②空気清浄設備（潜函）
③ガス抜き等の措置（ずい道）
④各種環境測定器（酸素濃度他） ○ ○
⑤排気管
⑥圧力計（高圧室内）
⑦照明器具・電気設備 ○ ○
⑧熱中症対策設備 ○ ○
⑨給排水設備 ○ ○
⑩休憩室・仮設設備 ○ ○
⑪快適職場設備等 ○ ○
⑫クレーン作業範囲規制装置 ○ ○

7 昇降設備
①坑内はしご道で巻き上げ装置との隔壁
②階段 ○ ○
③はしご道

8 火災防止　
①消火器 ○ ○
②防炎シート ○ ○

9 倉庫、材料保管等に関する費用
①火薬庫など

10 その他
①重機移動用敷き鉄板 ○ ○
②鉄筋養生キャップ ○ ○
③各種治具 ○ ○
④単管、クランプ防護カバー ○ ○
⑤仮設材運搬費 ○ ○

　
教
育
訓
練
費（

　
現
場
管
理
費

（

1 新規入場者教育、送り出し教育 ○ ○ ○
2 移動式クレーン運転免許・小型移動式クレーン運転
技能講習 ○ ○

3 玉掛技能講習 ○ ○
4 高所作業車運転技能講習
5 その他の車両系建設機械運転技能講習
6 足場の組立等作業主任者技能講習
7 型枠支保工の組立等作業主任者技能講習
8 アーク溶接特別教育 ○ ○
9 建設作業従事者教育（半日教育・６時間教育） ○ ○
10 職長教育 ○ ○
11 石綿作業主任者技能講習、石綿取り扱い作業従事者
特別教育

12 ずい道救護・避難・消火訓練
13 リスクアセスメント教育 ○ ○
14 安全衛生協議会、職長会費用 ○ ○
15 安全標語・ポスター募集費
16 安全表彰・安全祈願祭費用 ○ ○
17 ガス溶接作業主任者免許・ガス溶接作業技能講習 ○ ○
18 自由研削砥石（グラインダ）特別教育 ○ ○

疾
病
・
衛
生
対
策
費

1 熱中症対策にかかる安全経費 ○ ○
2 粉じん、石綿等の障害対策
3 酸欠、一酸化炭素中毒等の予防対策
4 有機溶剤等による疾病
5 その他の疾病・衛生対策
①分煙対策経費 ○ ○

6 健康診断（一般・特殊健診） ○ ○

そ
の
他
（
当
該
工
事
に
特
化
し
た

安
全
対
策
又
は
ハ
イ
レ
ベ
ル
な
対
策
）

2. 安全衛生経費の工種費目総括表〔元請負人〕
鉄筋組立作業にかかる安全衛生経費の費目総括表（白抜きは運搬揚重作業に関する項目）

※元請・下請負人（専門工事業者）の負担区分は契約に基づき明確にすること
出所： 建設業労働災害防止協会『「建設工事における安全衛生経費の標準リスト及び積算明細表」の解説並びに作成要領検討結果報告書」－平

成25年 3月―』より（一部改編）
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3. 鉄筋運搬揚重作業における安全衛生対策経費総括表〔元請負人〕
費用区分 主な内容 細目

直接工事費
使用設備・機械 移動式クレーン、運搬車輌
使用設備・機器
使用資材

※工事目的物の施工に直接必要な安全設備（例：足場関係、型枠支保工等）は除く。

間
接
工
事
費

共
通
仮
設
費

安全費

交通規制（第三者災害防止
を含む） バリケード、安全標識（立入禁止、工事看板等）、安全通路

監視連絡 誘導員、監視員、合図者の配置
安全意識・注意喚起に要す
る費用 注意看板、安全看板

保護具類 ヘルメット、皮手袋、安全靴、反射チョッキ、安全帯

仮設費

墜落・飛来落下崩壊等防止
落下防護ネット、小幅ネット、手摺、幅木、親綱、立入禁止柵（他
工事併用）、玉掛用具（ワイヤー、ベルトスリング、シャックル）、
介錯ロープ、敷材、番線

作業床設備
公衆災害防止
警報・避難設備
作業環境
昇降設備 階段
火災防止
その他 重機移動用敷鉄板

現場管理費
安全教育訓練

移動式クレーン運転免許、玉掛技能講習、玉掛特別教育、新規
入場者教育等、送り出し教育、職長・安責者教育、安全協議会、
安全大会

疾病・衛生対策費 健康診断（一般・特殊健診）
一般管理費 現場支援・指導 本・支店安全パトロール、教育支援等

作業に必要な主な資格 ●移動式クレーン運転士
●玉掛技能講習修了者

打合わせ事項・確認事項 ●安全指示書
●施工前元請打合せ記録
●作業手順書
●リスク低減措置計画書

　鉄筋運搬揚重作業に関する費目の総括表です。
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5. 鉄筋運搬揚重作業に係る安全衛生経費の区分表〔元請負人・下請負人〕

経費の費目 適用
○

負担区分
経費の費目 適用

○
負担区分

元請 専門 元請 専門

安
全
費

2. 交通規制に要する費用

仮
設
費

　⑤小幅ネット ○ ○
　⑤バリケード ○ ○ 　⑦親綱・親綱支柱 ○ ○

　⑩安全通路 ○ ○

3. 監視連絡等に要する費用 　⑪ 揚重用吊具（ワイヤー、ク
ランプ他） ○ ○

　②誘導員 ○ ○ 7. 昇降設備 ○ ○
　③監視員 ○ ○ 　②階段
　　合図者 ○ ○

10. その他
4. 安全意識、注意喚起に要する
費用 　①重機移動用敷き鉄板 ○ ○

　① 各種注意看板標識（立入禁
止・開口部分） ○ ○

教
育
訓
練
費

1. 新規入場者教育、送り出し教
育 ○ ○ ○

5. 保護具類 3. 玉掛技能講習 ○ ○
　①ヘルメット ○ ○ 10. 職長教育 ○ ○

　⑤安全帯 ○ ○ 14. 安全衛生協議会・職長会費
用 ○ ○

　⑦手袋（軍手・皮手・ゴム手） ○ ○
　⑧安全靴 ○ ○ 疾

病
・
衛
生
対
策
費

6. 健康診断（一般・特殊健診） ○ ○

仮
設
費

1. 墜落飛来落下災害防止設備
　①手摺 ○ ○
　②開口部養生 ○ ○
　③幅木 ○ ○
　④落下防護ネット ○ ○

鉄筋運搬揚重作業にかかる安全衛生経費の区分表

※元請・下請負人（専門工事業者）の負担区分は契約に基づき明確にすること
※番号は安全衛生経費の工種費目総括表（元請負人）（34 ページ参照）に連動しています。

　元請負人と下請負人の協議に基づいて、それぞれの負担項目を区分した表です。
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6. 鉄筋運搬揚重作業に係る安全衛生経費の明細書〔下請負人〕
平成　　年　　月　　日

工事件名：〇〇ビル新築工事 作業員数 7人／日
　元請会社：●●建設株式会社 工期：平成　年　月　日～平成　年　月　日 施工日数 30日
　下請会社：㈱△△工務店 工期比率 30日／730日 =0.04

労務比率 210人／12.000人 =0.01

安全衛生経費内訳書 実施者
経費
負担者

経費積算

元
請
下
請
元
請
下
請 規格等 単

位 単価 数量 金額 摘要

2. 安全費

　 3合図者 ○ ○ 人 16,000 30 480,000

　 5保護具類

　　 ヘルメット ○ ○ 2,400円 /個　
耐久年数２年 人 120 7 840 2,400円×30日÷（300日×2年）

　　 安全帯 ○ ○ 30,000円/個　
耐久年数2年 人 1,500 7 10,500 30,000円×30日÷（300日×2年）

　　 皮手袋 ○ ○ 500円 /枚　
耐久年数0.5年 人 100 6 600 500円×30日÷（300日×0.5 年）

　　 安全靴 ○ ○ 6,500円 /足
耐久年数2年 人 325 7 2,275 6,500円×30日÷（300日×2年）

3. 仮設費
　1   墜落飛来落下災害
　　 防止設備

　　 揚重用吊具 ○ ○ φ16ｍｍ　
L＝ 4ｍ 本 4,500 4 18,000

4. 教育訓練費

　 1 新規入場者教育 ○ ○ 全工期費用
300,000円 式 300,000 1 3,000 労務比率0.01

　　 送り出し教育 ○ ○ 人 300 7 2,100

　 3 玉掛技能講習 ○ ○ 2.5 日 人 18,000 2 36,000

  10職長教育 ○ ○ 2日 人 16,000 1 16,000

  14 安全衛生協議会 ○ ○ 人 2,250 2 4,500 賃金18,000円 /人÷8時間

　　 職長会費用 ○ ○ 人 2,250 1 2,250 賃金18,000円 /人÷8時間

5. 疾病・衛生対策費

　 2 健康診断費用 ○ ○ 7人 人 600 7 4,200 6,000円 /人÷300日×30日

　下請負人が作成し元請負人に提出する明細書です。安全衛生経費表の区分表に基づいて、当該作業に
要する安全衛生経費を経費の費目ごとに算出します。
　積算明細表の内容は、以下の項目で構成しています。
　①　安全衛生経費内訳書（安全衛生経費の工種費目総括表に準拠）

　②　実施者（安全衛生対策経費の区分表に準拠）

　③　経費負担者（安全衛生対策経費の区分表に準拠）

　④　経費積算
　　　 　当該作業に要する安全衛生経費を経費の費目ごとに、その算出根拠を明示する（規格・仕様単位、

単価、数量、金額、摘要等）。

　※各作業共通安全衛生経費算定等条件
　 　摘要欄に各作業共通の安全衛生経費の算出・算定に用いる根拠・基準（労務比率、作業日数比率等）を
明示する。
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関係請負人による建設現場安全管理指針
青梅労働基準監督署

では、建設現場の安全管理⽔準
の向上を促進し、建設業におけ

る労働災害の防止を図るため、建設現場等において元方
事業者が実施することが望ましい安全管理の具体的⼿法
を示した「元⽅事業者による建設現場安全管理指針」を
示しています。
建設業では、一の場所において元方事業者及び関係請

負⼈の労働者が混在して作業を⾏うことが多いことから、
関係請負人相互の労働者の混在作業における労働災害を
防止するため、元⽅事業者に統括管理を義務付けていま
す。
なお、建設現場の安全管理の⽔準は元⽅事業者だけが

努⼒しても向上するものではありません。建設現場の安
全管理は元⽅事業者と関係請負⼈が相互の信頼の下に⼀
体となって進めていくことが⼤切であることから、本指
針では、元⽅事業者が実施することが望ましい安全管理
の手法とともに、関係請負人が実施することが望ましい
事項を示しています。

建設現場の安全管理は元⽅事業者が努⼒するだけでなく元⽅事業者及び関係請負⼈が⼀体となってすすめる
ことによってその水準の一層の向上が期待できるものです。

元方事業者による建設現場安全管理指針

関係請負人が実施する事項

（１）過度の重層請負の改善

（２）請負契約における労働災害防止対策の実施者及びその経費の負担者の明確化

（３）関係請負人及びその労働者に係る事項等の通知

（４）作業手順書の作成

元方事業者対し、過度の重層請負の防止のため、一括下請けの禁止等の定めがありますが、関係請負人が無
原則に再下請けに出しては、結果として重層請負となってしまうため、関係請負人においても再下請けの使用
については、慎重に検討し、過度の重層請負とならないようにする必要があることを示したものです。

元方事業場は関係請負人に対し、労働災害防止対策の実施者及びその経費の負担者を明確化するようにさ
れていることを受け、関係請負人が再下請けに出す場合についても、同様のことについて配慮するよう示し
たものです。

元方事業場は関係請負人の名称、安全衛生管理者、労働者数、免許等の資格の取得状況、持ち込み機械等
について把握することとされていますが、もともと関係請負人としても、適切な安全衛生管理のためには、
これらの把握は是非とも必要な事項であることから、これらについて調査し、把握するとともに、元方事業
場に報告することを定めたものです。
再下請けを行った場合については、当然債下請け事業場から、これらの情報を収集し、とりまとめのうえ

報告することが必要です。

作業手順書については、元方事業場、関係請負人等との調整が必要な場合も多く、混在作業では作業手順
の統一、周知等が安全衛生上重要な事項であり、他の現場で作成したものをそのまま使うのではなく、その
現場の状況を踏まえ、元請け等と十分調整のうえ、作成し、実行することが重要です。

安全・安心な首都東京の実現に向けて

 安全衛生管理計画の作成
 過度の重層請負の改善
 請負契約における労働災害防止対策の実施者
及びその経費の負担者の明確化等

 元方事業者による関係請負人及びその労働者の
把握等

 作業手順書の作成
 協議組織の設置・運営
 作業間の連絡及び調整
 作業場所の巡視
 新規入場者教育
 新たに作業を行う関係請負人に対する措置
 作業開始前の安全衛生打合せ
 安全施工サイクル活動の実施
 職長会（リーダー会）の設置

建設現場における安全管理（元方事業者）厚⽣労働省
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関係請負人は、職長及び労働者の安全衛生意識の高揚、職長間の連絡の緊密化、労働者からの安全衛生情
報の掌握等を図るため、職長会 (リーダー会)を設置することとされています。設置した職長会については、
すべての職長が参加することが望ましいことから、それぞれの職長にその重要性を徹底し、参加させること
としています。

建設現場の安全管理は、元方事業者が一方的に実施するものではなく、関係請負人と一体となって進める
ことが大切であり、この観点から、元方事業者は関係請負人の自主的な安全管理活動を促進する必要があり
ます。

関係請負人が実施する事項（続き）

（５）協議組織への参加

（７）作業間の連絡及び調整事項の実施の管理

（６）協議結果の通知

（８）新規入場者教育の実施

（９）作業開始前の安全衛生打合せの実施

（10）職⻑会（リーダー会）の設置

協議組織では、元方事業者において、作業計画の打ち合わせ、合図の方法の統一等安全作業のための事項が
決定されるため、関係請負人においても必ずこれに参加するように定めたものです。

また、災害防止上重要な時期に開催される会議については、店社の安全衛生責任者の参加が必要であること
を定めています。

協議については、基本的なこと等は、最初の協議会等で定め、その後は個々の作業ごとに協議を行う場合等
がありますが、この場合、その後新たに協議会のメンバーとなった事業場は、基本的な事項等重要な事項につ
いて知らないままとなってしまう恐れがあります。このため、新たに現場に入ってきた事業場に対しては、そ
れまでに開催された協議事項のうち重要な事項について、十分に周知しておく必要があります。

作業間の連絡及び調整等の結果、元請け事業場の統括安全衛生責任者又は
これに準ずる者等から、安全衛生に関する指示があった場合、これを確実に
実施することが必要ですが、このため、指示のされた事項について、関係者
に確実に連絡し、その実施について管理すべきことを定めたものです。

協議組織において、十分に調整を行い、
作業計画等を定めても、作業者にこれが
伝わらず、実行されないようでは災害防
止は図れません。

このため、これら当該作業現場に特有
の事項等について、直接使用している事
業場の職長等から作業者に十分な教育を
行うとともに、その結果について元方事
業者に連絡することを定めたものです。

安全・安心な首都東京の実現に向けて

青梅労働基準監督署

関係請負人自らが作業開始前に、当日の作業の
方法、労働災害防止上の留意事項等について、十
分打合せを行い、安全衛生を確保したうえで作業
が行われるよう、当日の作業内容、作業間の連絡
調整の結果等について、作業開始前に労働者を集
めて安全衛生打合せを実施することを定めたもの
です。

Ｐｏｉｎｔ！
作業を開始する前に、それぞれ関係請負人の
労働者が集まり、職長などから当日の作業内
容、作業方法、作業手順、人員配置、安全衛
生上の注意事項等について指示、連絡及び調
整を受けることは、作業を円滑、かつ、安全
衛生を確保して進めるために重要なことです。

Ｐｏｉｎｔ！
平成29年に発生した
死亡災害のうち、現場
入場１週間以内の災害
が45％を占めていま
す。

Ｐｏｉｎｔ！
作業内容に変更があっ
たときは、必ず作業を
中止し再度作業間の連
絡調整と安全衛生打合
せを実施しましょう。

参考資料：元方事業者による建設現場安全管理指針の解説

発行：建設業労働災害防止協会第２版 平成12年5月15日- 54 -



安全帯 墜落制止用器具 

①  胴ベルト型（一本つり）  胴ベルト型（一本つり） 

②  胴ベルト型（Ｕ字つり） × 

③  ハーネス型（一本つり）  ハーネス型（一本つり） 

 厚生労働省は、建設業等の高所作業において使用される「安全帯」について、 

以下のような改正を行うとともに、安全な使用のためのガイドラインを策定しました。 

安全帯が「墜落制止用器具」に変わります！ 
～ 安全･安心な作業のため、適切な器具への買い換えをお願いします ～ 

今回の改正等のポイント 

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署 H30.6 

１. 安全帯を「墜落制止用器具」に変更します（安衛令(注1)の改正） 

２. 墜落制止用器具は「フルハーネス型」 
   を使用することが原則となります 
       （安衛則(注2)等の改正、ガイドライン(注3)の策定） 

３. ｢安全衛生特別教育」が必要です 
      （安衛則・特別教育規程(注4)の改正） 

 墜落制止用器具はフルハーネス型が原則となり 

ますが、フルハーネス型の着用者が墜落時に地面 

に到達するおそれのある場合（高さが6.75ｍ以下）

は「胴ベルト型（一本つり）」を使用できます。 

以下の労働者は、特別教育（学科4.5時間、実技1.5時間）を受けなければなりません。 

▶墜落の危険がある作業のうち「特に危険性の高い業務」を行う労働者。 

 「特に危険性の高い業務」とは、高さが２ｍ以上の箇所において、作業床を設けることが困難な場合

で、フルハーネス型を使用して行う作業（ロープ高所作業を除く）などの業務をいいます。 

   「安全帯」の名称を「墜落制止用器具」に改めます。 

   「墜落制止用器具」として認められる器具は以下のとおりです。 

②には墜落を制止
する機能がないこ
とから、改正後は
①と③のみが「墜
落制止用器具」と
して認められるこ
とになります。 

※ 「墜落制止用器具」には、従来の安全帯に含まれていたワークポジショニング用器具であるＵ字つり用胴ベルト
は含まれません。なお、法令用語としては「墜落制止用器具」となりますが、建設現場等において従来からの呼
称である「安全帯」「胴ベルト」「ハーネス型安全帯」といった用語を使用することは差し支えありません。 

× 

事業主の皆さまは、このリーフレット等を参考に、

安全・安心な作業環境、ルールづくりを徹底して

ください。作業員の皆さまも、定められたルール

に従い、適切な器具の使用をお願いいたします。 

政令等の改正について Ｐ２～ 

フルハーネス型
墜落制止用器具 

ガイドラインについて Ｐ４～ 

(注1)労働安全衛生法施行令 (注2)労働安全衛生規則 (注3)墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン (注4)安全衛生特別教育規程  



2018(平成30)年 2019(平成31)年 2020(平成32)年 2021(平成33)年 2022(平成34)年
以降 １月 ４月 ７月 10月 １月 ４月 ７月 10月 １月 ４月 ７月 10月 １月 ４月 ７月 10月 

政令改正 ★公布 ★施行日(2月1日) ★完全施行日 
 (1月2日～) 省令改正  ★公布 ★施行日(2月1日) 

改正法令に基づく墜落 
制止用器具の使用 

現行法令に基づく安全 
帯の使用が認められる 
猶予期間 

安全帯の 
規格改正（予定） 

改正構造規格に基づく 
墜落制止用器具の製
造・販売 

現行構造規格に基づく 
安全帯の製造・販売が 
認められる猶予期間 

特別教育規程の改正  ★告示 ★適用日(2月1日) 

 安衛則、ボイラー則、クレーン則、ゴンドラ則及び酸欠則を改正し、次の規定について「安全帯」を「墜落による

危険のおそれに応じた性能を有する墜落制止用器具（要求性能墜落制止用器具）」に改めます。 

 ① 「安全帯」を労働者に使用させることを事業者に義務付けることを内容としている規定及び当該規定と関係する規定 

 ② 作業主任者等に「安全帯」の使用状況の監視や機能の点検等を義務付けることを内容とする規定 

「墜落制止用器具」への名称変更（安衛令第13条） 

 安衛令第13条第３項第28号を改正し、「安全帯（墜落による危険を防止するためのものに限る。）」を「墜落制

止用器具」に改めます。また、本改正後「墜落制止用器具」として認められるのは、「胴ベルト型（一本つり）」と

「ハーネス型（一本つり）」のみとなり、「胴ベルト型（Ｕ字つり）」の使用は認められません。 

墜落による危険の防止（安衛則第130条の５等） 

 建設業等の高所作業において使用される胴ベルト型安全帯は、墜落時に内蔵の損傷や胸部等の圧迫による

危険性が指摘されており、国内でも胴ベルト型の使用に関わる災害が確認されています。また、国際規格等では、

着用者の身体を肩、腰部、腿などの複数箇所で保持するフルハーネス型安全帯が採用されています。 

 このため、厚生労働省では、現行の安全帯の規制のあり方について検討を行う専門家検討会を開催し、その

結果※を踏まえ、安全帯の名称を「墜落制止用器具」に改め、その名称・範囲と性能要件を見直すとともに、特

別教育を新設し、墜落による労働災害防止のための措置を強化しました。また、墜落制止用器具の安全な使用

のためのガイドラインも策定しています。 

 なお、墜落制止用器具の構造規格については、2019（平成31）年１月頃に告示する予定です。 

 ※ 墜落制止用の個人用保護具に関する規制のあり方に関する検討会報告書（平成29年6月13日・厚生労働省取りまとめ） 
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 安全帯の規制に関する政省令・告示の改正は、下の表のようなスケジュールで公布・告示され、施行・適用さ

れる予定です。フルハーネス型を新たに購入される事業者は、購入の時期にご留意下さい。 

 現行の構造規格に基づく安全帯（胴ベルト型・フルハーネス型）を使用できるのは

2022(平成34)年1月1日までとなります。 

経過措置（猶予期間） 

★適用日①(2月1日) 

★適用日②(8月1日) 

政令等の改正について 

【改正の背景】 

★墜落による危険のおそれに応じた性能を有する墜落制止用器具の選定要件について  → ５ページ参照 

   2019(平成31)年１月に改正される予定の「安全帯の規格」と、本紙掲載の「ガイドライン」において規定されます。 

 使用可能（2022(平成34)年1月1日まで） 

使用可能（2019(平成31)年2月1日～） 

製造可能 製造・販売可能（2019(平成31)年2月1日～） 

製造・販売可能 販売可能 

× 

× 



 安衛法第59条第３項の特別教育の対象となる業務に、「高さが２メートル以上の箇所であって作業床を設ける

ことが困難なところ(★)において、墜落制止用器具のうちフルハーネス型のものを用いて行う作業に係る業務

（ロープ高所作業に係る業務を除く。）」が追加されます。 

 特別教育の対象となる業務を行う者は、下表Ⅰ～Ⅴの科目（学科4.5時間、実技1.5時間）を受講する必要が

ありますが、例外として、以下の場合は一部の科目を省略することができます。 

 フルハーネス型墜落制止用器具の使用等に関して十分な知識及び経験を有すると認められる者について

は、下記のとおり学科・実技の一部の科目を省略することが可能です。 

 ① 適用日時点において(★)の場所でフルハーネス型を用いて行う作業に６月以上従事した経験を有す

る者は、Ⅰ、Ⅱ、Ⅴを省略できます。 

 ② (★)の場所で胴ベルト型を用いて行う作業に６月以上従事した経験を有する者は、Ⅰを省略できます。 

 ③ ロープ高所作業特別教育受講者又は足場の組立て等特別教育受講者は、Ⅲを省略できます。 

 なお、適用日（2019(平成31)年２月１日）より前に、改正省令による特別教育の科目の全部又は一部につ

いて受講した者については、当該受講した科目を適用日以降に再度受講する必要はありません。 
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特別教育（安衛則第36条、特別教育規程第24条） 

実技科目 範 囲 時 間 

Ⅴ 墜落制止用器具の使用方法等 

 

①墜落制止用器具のフルハーネスの装着の方法 

②墜落制止用器具のランヤードの取付け設備等への
取付け方法 

③墜落による労働災害防止のための措置 

④墜落制止用器具の点検及び整備の方法 

1.5時間 

学科科目 範 囲 時 間 

Ⅰ 作業に関する知識 

 

①作業に用いる設備の種類、構造及び取扱い方法 

②作業に用いる設備の点検及び整備の方法 

③作業の方法 

１時間 

Ⅱ 墜落制止用器具（フルハーネス
型のものに限る。以下同じ。）
に関する知識 

①墜落制止用器具のフルハーネス及びランヤードの
種類及び構造 

②墜落制止用器具のフルハーネスの装着の方法  

③墜落制止用器具のランヤードの取付け設備等への
取付け方法及び選定方法 

④墜落制止用器具の点検及び整備の方法 

⑤墜落制止用器具の関連器具の使用方法 

２時間 

Ⅲ 労働災害の防止に関する知識 ①墜落による労働災害の防止のための措置 

②落下物による危険防止のための措置 

③感電防止のための措置 

④保護帽の使用方法及び保守点検の方法 

⑤事故発生時の措置 

⑥その他作業に伴う災害及びその防止方法 

１時間 

Ⅳ 関係法令 安衛法、安衛令及び安衛則中の関係条項 0.5時間 

【受講を省略できる条件】 

特別教育の内容 



● このガイドラインは、墜落制止用器具を使用して行う作業に適用する。 

 厚生労働省は、墜落制止用器具の適切な使用による一層の安全対策の推進を図るため、今回の、

一連の安全帯に関する規制の見直し等を一体的に示した「墜落制止用器具の安全な使用に関する

ガイドライン」を策定しました。主なポイントは以下のとおりです。 
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ガイドラインのポイント 

適用範囲 

用 語 

●自由落下距離 

作業者がフルハーネス又は胴ベ

ルトを着用する場合における当

該フルハーネス又は胴ベルトに

ランヤードを接続する部分の高さ

からフック等の取付設備等の高

さを減じたものにランヤードの長

さを加えたものをいう。 

（右図のＡ） 

 

●落下距離 

作業者の墜落を制止するときに

生ずるランヤード及びフルハーネ

ス又は胴ベルトの伸び等に自由

落下距離を加えたものをいう。

（右図のＢ） 

 

●垂直親綱 

鉛直方向に設置するロープ等に

よる取付設備。 

 

●水平親綱 

水平方向に設置するロープ等に

よる取付設備。 

 

●ワークポジショニング作業 

ロープ等の張力により、Ｕ字つり

状態などで作業者の身体を保持

して行う作業。 

 

 

 

 

【フルハーネス型の落下距離等】 

【胴ベルト型の落下距離等】 

※ ガイドラインの全文は７･８ページに掲載しています。 
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※ 次ページに掲載のガイドライン抜粋もご参照ください。 

第一種ショックアブソーバ 

6.75m超 

第二種ショックアブソーバ 

85kg用 

要求性能墜落制止用器具の選定 

● 「墜落による危険のおそれに応じた性能を有する墜落制止用器具（要求性能墜落制止用

器具）」の選定要件は以下のとおりです。これらの要件は、2019(平成31)年１月に改正され

る予定の「安全帯の規格」とガイドラインにおいて規定されます。 

 

 ２ｍ以上の作業床がない箇所又は作業床の端、開口部等で囲い・

手すり等の設置が困難な箇所の作業での墜落制止用器具は、フル

ハーネス型を使用することが原則となります。 

 ただし、フルハーネス型の着用者が地面に到達するおそれのある

場合（高さが6.75ｍ以下）は、胴ベルト型（一本つり）を使用す

ることができます。 

※ 一般的な建設作業の場合は５ｍ以上、柱上作業等の場合は２ｍ以上の箇所では、フ

ルハーネス型の使用が推奨されます。 

※ 柱上作業等で使用されるU字つり胴ベルトは、墜落制止用器具としては使用できま

せん。Ｕ字つり胴ベルトを使用する場合は、フルハーネス型と併用することが必要と

なります。 

 墜落制止用器具は、着用者の体重及

びその装備品の重量の合計に耐えるも

のでなければなりません。 

（85kg用又は100kg用。特注品を除

く。） 

 ショックアブソーバを備えたランヤードについては、そのショックアブソーバの種別

が取付設備の作業箇所からの高さ等に応じたものでなければなりません。（腰より高い

位置にフックを掛ける場合は第一種、足元に掛ける場合は第二種を選定します。） 

「墜落による危険のおそれに応じた性能を有する墜落制止用器具｣の選定要件 

     6.75mを超える箇所では、フルハーネス型を選定 要件① 

     使用可能な最大重量に耐える器具を選定 要件② 

     ショックアブソーバは、フック位置によって適切な種別を選択 要件③ 

フック位置が腰より高い場合 フック位置が腰より低い場合 

（100kg用が適切な者） 



●  取扱説明書を確認し、安全上必要な部品が揃っているか確認し、緩みなく確実に装
着すること。 

●  墜落制止用器具の取付設備は、ランヤードが外れたり、抜けたりするおそれのないも
ので、墜落制止時の衝撃力に耐えるものであること。 

●  墜落後にフック等に曲げの力が掛かることによる脱落・破損を防ぐためフック等の主軸
と墜落時に掛かる力の方向が一致するよう取り付けること。 

●  垂直親綱に墜落制止用器具のフック等を取り付ける場合は、親綱に取り付けたグリッ
プ等の取付設備にフック等をかけて使用すること。取付設備の位置は、ランヤードとフ
ルハーネス等を結合する環の位置より下にならないようにして使用すること。 

●  水平親綱は、ランヤードとフルハーネス等を結合する環より高い位置に張り、それに墜
落制止用器具のフック等を掛けて使用すること。 
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使用方法 

点検・保守・保管、廃棄基準 

●  墜落制止用器具の点検・保守及び保管は、責任者を定める等により確実に行い、管
理台帳等にそれらの結果や管理上必要な事項を記録しておくこと。 

●  一度でも落下時の衝撃がかかったものは使用しないこと。また、点検の結果、異常が
あったもの、摩耗・傷等の劣化が激しいものは使用しないこと。 

 

○ 墜落制止用器具の選定 

・ 墜落制止用器具は、フルハーネス型を原則とすること。ただし、墜落時に着用者が地面に到達するおそ
れのある場合の対応として、胴ベルト型の使用が認められること。 

・ 胴ベルト型を使用することが可能な高さの目安は、フルハーネス型を使用した場合の自由落下距離＋
ショックアブソーバの伸び＋１ｍ（＝6.75ｍ）以下としなければならないこと。 

○ 一般的な建設作業等（ワークポジショニング作業を伴わない場合） 

・ 腰の高さ以上にフック等をかけて作業できる場合には第一種ショックアブソーバ※１を、足下にフック等を
かけて作業する場合は、フルハーネス型を選定するとともに第二種ショックアブソーバを選定すること。 

 
 
 

・ ランヤードは、標準的な条件における落下距離を確認し、適切なものを選定すること。 

・ 墜落制止用器具には、使用可能な最大質量（85kg又は100kg。特注品を除く。）が定められているので、
器具を使用する者の体重と装備品の合計の質量が使用可能な最大質量を超えないように器具を選定
すること。 

・ 胴ベルト型が使用可能な高さの目安は、建設作業等におけるフルハーネス型の一般的な使用条件※２

を想定すると、５ｍ以下とすべきであること。これよりも高い箇所で作業を行う場合は、フルハーネス型を

使用すること。 
 

 
○ 柱上作業等（ワークポジショニング作業を伴う場合） 

・ ワークポジショニング用器具を使用して作業を行う際には、墜落制止用器具を併用する必要があること。 
・ ワークポジショニング作業は、通常、フック等を頭上に取り付けることが可能であることから、フルハーネ
ス型を選定すること。ただし、頭上にフック等を掛けられる構造物がないことによりフルハーネス型の着用

者が地面に到達するおそれのある場合は、胴ベルト型の使用も認められること。 

【 墜落制止用器具の選定要件（ガイドライン抜粋）】 

※１ ショックアブソーバとは、墜落を制止するときに生ずる衝撃を緩和するための器具をいう。第一種ショックアブソー
バは自由落下距離1.8ｍで墜落を制止したときの衝撃荷重が4.0kN以下であるものを、第二種ショックアブソーバは
自由落下距離4.0ｍで墜落を制止したときの衝撃荷重が6.0kN以下であるものをいう。 

※２ ランヤードフック等の取付高さ：0.85ｍ、ランヤードとフルハーネスを結合する環の高さ：1.45ｍ、ランヤード長さ：
1.7ｍ、ショックアブソーバ（第一種）の伸びの最大値：1.2ｍ、フルハーネス等の伸び：１ｍ程度。 



足場を設置する際は、

｢より安全な措置｣ 等に取り組みましょう

厚⽣労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

建設業における労働災害の発生状況

建設業で発生する死亡労働災害のうち、
約４５％は、墜落・転落災害によるものです。

厚生労働省では､｢より安全な措置」等の普及促進等を目的として
「委託事業「墜落・転落災害等防止対策推進事業（建設業）」
を実施しています。

屋根、梁等
29.1%

建築物、
構築物
17.2%

足場
11.9%

はしご等
5.2%

開口部
4.5%

作業床、歩
み板 3.7%

その他
28.4%

交通事故
（道路）
13.3%

崩壊・倒壊
9.2%

激突され
7.5%

挟まれ・巻き
込まれ 6.5%

⾶来・落下
5.1%

その他
12.9%

図１
死亡災害の事故の型別内訳（平成28年）

図２
墜落・転落災害の発生箇所（平成28年）

294人 134人

墜落・転落
45.6％
（134人）

▶ 墜落・転落災害を防⽌するため、下の２点を確実に実施してください。

!

建設業の事業者・元請事業者の皆さまへ

労働安全衛生規則の徹底

｢より安全な措置｣ 等の実施

Ｐ４ 参照

Ｐ２･３の (1)(2)(3)
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厚生労働省では、⾜場からの墜落・転落災害の⼀層の防⽌のため、
｢足場からの墜落・転落災害防⽌総合対策推進要綱」を策定し、この中で、
労働安全衛生規則（※）の確実な実施に併せて実施することが望ましい
｢より安全な措置」等を示しています。（※）P15参照

（１）⾜場からの墜落防⽌措置の実施
⾜場からの墜落災害を防⽌するため、以下の「より安全な措置」を講じましょう。

（２）「⼿すり先⾏⼯法」及び「働きやすい安⼼感のある⾜場」の採⽤
⾜場の組⽴、解体時、及び使⽤時の墜落災害を防⽌するため、「⼿すり先⾏⼯法等に
関するガイドライン」※ に基づいた⼿すり先⾏⼯法による⾜場の組⽴て等の作業を⾏
うとともに、働きやすい安心感のある足場を設置しましょう。
※ガイドラインは、厚生労働省ホームページに掲載しています。「⼿すり先⾏⼯法」については、次⾴参照。

「より安全な措置」等について

わく組足場 その他の足場

手すり等、及び中さん等
に加え、幅木の設置

床材は建地と隙間を作ら
ないよう設置
（図は床付き幅⽊の例）

上さんの設置

手すり、中さん及び幅木
の機能を有する「手すり
先⾏専⽤型⾜場」の設置

わく組足場
手すりがある状態で
組⽴て・解体の作業
を⾏う最上層の一層下から

手すりを設置

- 22 -



（３）足場の安全点検の確実な実施

□ ⾜場の組⽴て等作業主任者で、⾜場の組⽴て等作業主任者能⼒向上教育を受講している⽅
□ 労働安全コンサルタント（試験の区分が土木又は建築の方）など、労働安全衛生法第88条に
基づく足場の設置等の届出についての「計画作成参画者」に必要な資格がある方

□ 全国仮設安全事業協同組合が⾏う「仮設安全監理者資格取得講習」を受けた⽅
□ 建設業労働災害防⽌協会が⾏う「施⼯管理者等のための⾜場点検実務研修」を受けた⽅
→ 点検実施者について、チェックリストの「点検者職氏名」欄へ記載しましょう。

その他の足場

最上層の一層下から
手すりを設置

足場の組⽴て・解体時の最上層からの墜落防⽌措置として効果が⾼い
⽅法の⼀つに、⼿すり先⾏⼯法があります。⼿すり先⾏⼯法とは、足
場の組⽴時に作業床に乗る前に適切な⼿すりを先に設置し、かつ、解
体作業時にも作業床を取り外すまで手すりを残しておく工法です。

⼿すり先⾏⼯法とは

● ⾜場からの墜落・転落災害防⽌総合対策推進要綱（別添：｢より安全な措置｣等について）
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-Roudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000088456.pdf

● リーフレット「⼿すり先⾏工法及び働きやすい安心感のある足場」
http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/0906-3.html

チェックリストや資料は、厚⽣労働省のホームページからダウンロードできます。

⾜場の組⽴て、変更時等の点検実施者は、下記に該当する方等の十分な知識･経験のある方
を指名しましょう。また、⾜場の組⽴て等の作業に直接従事した以外の⽅が⾏うことで客
観的で的確なものとしましょう。

手すりがある状態で
組⽴て・解体の作業
を⾏う

作業開始前の点検は、職⻑等当該⾜場を使⽤する労働者の責任者から指名しましょう。

足場の種類に応じたチェックリスト等を活用し
て、安全点検を確実に実施してください。
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厚⽣労働省では、「より安全な措置」等の普及促進等を⽬的として、委託事業「墜落・転落災害等防
止対策推進事業（建設業）」を実施しています（平成29年度は全国仮設安全事業協同組合に委託）。
本事業では、主に以下の取組を⾏っています。
●「より安全な措置」等に関する調査・診断
→ 「より安全な措置」等の墜落防⽌対策に関する相談や助⾔、作業計画・改善計画の作成⽀援
を⾏う

●「より安全な措置」等に関する説明会
→ 全国47都道府県で、労働安全衛⽣規則や「より安全な措置」等に関する理解を深める説明会
を実施する

（注）平成29年度の説明会は終了しています。
また、平成30年度の事業実施者、事業内容等については、決まり次第のご案内となります。

● 通常作業時における⾜場の墜落防⽌措置（安衛則第563条）

作業床の幅は 40㎝ 以上
床材の隙間は ３㎝ 以下

床材と建地の隙間は
12 ㎝ 未満

（参考） 「労働安全衛生規則」 に基づく⾜場における墜落防⽌措置

①または②のいずれかの措置

①「交さ筋かい」＋「下さん※」
または「高さ15cm以上の幅木」
※下さんの位置＝高さ15〜40㎝

または、
②「手すりわく」

①と②両方の措置

①「手すり※」
※手すりの位置＝高さ85㎝以上

②「中さん※」
※中さんの位置＝高さ35〜50㎝

わく組足場

その他の足場

床材と建地との隙間

A

B

床材と建地との隙間

・作業床全体の幅
・床材と床材の隙間

・床材と建地の隙間

A

Ｂ

A

B

1 1 2

1 1

2 2

墜落防止対策を進めるためのアドバイスをします

〜「墜落･転落災害等防止対策推進事業（建設業）」について〜

お問い合わせは、全国仮設安全事業協同組合（本部・支部）まで
ホームページ： http://www.kasetsuanzen.or.jp
メールアドレス： info@kasetsuanzen.or.jp

（H29.12）
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東 京 労 働 局
労働基準監督署

建設業における職⻑及び安全衛⽣責任者の
能⼒向上教育に準じた教育を実施しましょう
○ 平成29年２⽉に「建設業に従事する職⻑及び安全衛⽣責任者の能⼒向上教
育に準じた教育カリキュラム」が定められました。

○ 東京労働局が実施したアンケートによると、労働災害の発生割合の低い建
設業店社では、職⻑等に対する再教育を実施している割合が⾼いことがわか
っています。

○ 現場における安全管理の要である職⻑等の能⼒向上を図り、労働災害の撲
滅に取組みましょう。

建設業における労働災害防止活動の取組状況アンケート結果（抄）

教育カリキュラム

科目 時間

職⻑等及び安全衛⽣責任者として⾏
うべき労働災害防止に関すること 120分

労働者に対する指導又は監督の方法
に関すること 60分

危険性又は有害性等の調査等に関す
ること 30分

グループ演習 130分 平成29年2月20日付け
基発第0220第4号

55%

40%

65%

45%

60%

35%

全体

下位20社

上位20社

している していない

職⻑等に対する定期的な再教育の実施状況

災害発⽣率の低い上位
20店社の再教育実施率
は20ポイント高い！

教育カリキュラム及び対象者

対象者
・ 職⻑等の職務に従事すること
となった後、概ね５年経過後

・ 機械設備等に⼤幅な変更があ
ったとき

講習時間
5 時間４０分

アンケートは、①第12次東京労働局労働災害防止計画の建設業の取組事項についての進捗状況、
②建設業店社における安全衛生活動の実施状況について、東京都内に店社等を置く建設業100社を
対象に、平成29年７⽉に実施したものです。

第12次防計画期間中
の店社ごとの度数率
の低い20社（上位）
と高い20社（下位）
を比較したもの
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平成２８年

平成２９年

東 京 労 働 局
労働基準監督署

現場特有のリスクに応じた実効性のある
「新規入場者教育」を実施しましょう

○ 建設業における労働災害が急増しています。
○ 平成29年に発⽣した死亡災害のうち、現場入場１週間以内の災害が45％を
占めています。

○ 現場特有のリスクに応じた実効性のある新規入場者教育を実施し、労働災
害の撲滅に取組みましょう。

新規⼊場者教育の具体的な教育項⽬の例

労働災害の発生状況

教育項⽬は⼀例です。
現場ごとに教育内容を工
夫して実施して下さい！

・ 工事概要及び作業方針

・ 現場ルールについて
「危険予知活動」
「ヒヤリハット運動」
「一声かけあい運動」など

・ 現場特有のリスクについて
「高所作業箇所」
「進入禁止箇所」 など

・ 基本的な安全意識について
「近道・省略⾏動」の禁⽌
「危険感受性の向上」 など

36 
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40 
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0

200
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800

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

平成２８年

平成２９年

建設業における月別死亡災害発生状況

建設業における月死傷災害発生状況（休業４日以上）

１週間

以内

45%

一週間超

55%

現場入場経過日数別・死亡災害発生状況

(人)

(人)
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墜落 0転落による死亡災害を起こさないために

あなたの現場では?
次のような問題点があつたら要注意、墜落・転落による死亡災害と無縁で1まありません。

藤玲杉   蘊彬
ドに鶉鰈颯凩麒嘔鶉燿炒胚辟撥

■
■

蹴 菱i蓄基打胆 晰 f り
■
■
■
■

，
Ｌ
「
“ 回 晨1い乾対嘔 rd

耽 似 口 磁 diＵロ『ｊｌ レき JJ L

元方事業者及び関係請負人は施工計画の策定及び施工 ず、リスク低減措置を行うことなく危険性が高い工法で下請
する工法を選定するに当たり、リスクアセスメントを実施せ の労働者に作業をさせていた事例があります。

免鰤猥躙聰yll

鰺線路沿いの約40年前に設置された本製電柱の低圧電線を撤去

するため、被災者は作業床を設けることなく直接本製の電柱に

登り、高さ557mに位置する場所にあった鉄の棒に足を置いて

安全帯等を本柱等に取付けて作業をしていたところ、当該本柱

が根元から折れ、被災者は本柱とともに線路上に墜落し、線路と

本柱に胸部が挟まれた。

【高所作業車を使用する等により、墜落・転落のリスク低減を図らなかった。1

隧アースドリル(吊り上げ荷重60tのクローラークレーンにアースド

リルアタッチメントを取り付けたもの)を用いて補巻フックで杭穴

に挿入されていたケーシングを弓き抜こうとしたところ、アース

ドリルが)ヽランスを崩して道路イ貝1に転任lした。

【移動式クレーンを現場に搬入し使用する等により、ケーシングの引

抜き作業のリスク低減を図らなかった。I

壁 拓 型
＝
日 祠 」噛【ド〔 却 呂 ヨ ヒ|

即

場鳳亜万d臓 一固 コf 雇回唇破 4:ぼ藁 β当

元方事業者の職員は、現場内の危険を掌握している必要  おく必要がありますが、これが不十分だつたと見られる事例
があり、また、関係請負人の職長は、作業の手順とともに配  があります。
下の労働者の作業箇所にどんな危険があるかを把握して

巡鰤浴咸鶉諷

蟷公園造成に伴うフェンス整備工事において、掘肖」で出たガラを

取り除くためにドラグシ∃ベルを運転して掘肖」溝の端部イ員1を移動

中、掘肖」端部の地山が崩れドラグシ∃ベルが掘肖」部に転倒し、運

転席から約17m下の掘肖」底に墜落した。

【元方事業者及び関係請負人が現場の状況を把握して運行経路

等を定めていなかった。l

罐看板の補修工事において、被災者は単管抱き足場上で塗装作業

をしていたが、同じ単管抱き足場の上部で作業していたアーク

溶接の人花が塗料缶に3失し、被災者の作業服に燃え移り、バ

ランスを崩し391m下の地上に墜落した。

【関係請負人の職長は、同時に近接してアーク溶接作業と塗装作

業があることを把握していなかった。】
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辮 爛 鰤 蠅 醐 螂 醸 榊 躙 醐 鰤 輔 躙 鋤 職 蠅 欄 轍 聯 鞭 翻 榊 鞭 櫛 欄 輔 欄 輔 鰤 鵬 脚 轍 獅 躙 軸 輔 醜 鵜 騨 囃 輝 墜 落
e転
落 に よ る 死 亡 災 書 を 趨 こ さ な い た め に

J「

"
元方事業者の職員と関係請負人の職長は、法令上の安

全基準を知っていなければなりません。法令上の安全基準

は、最低限の基準ですから、足場などの仮設物、建築物、機

械などの設備については、少なくともその基準に合うように

しておく必要があるのに、余り出入りしない箇所だから、臨

時の作業だから、また、安全帯を使えば十分だから、などの

理由から設備の安全基準を理解し守ろうとする姿勢が不十

分だつたと見られる事例があります。

蝙趾浴耗蒻靱
罐本造3階建ての新築住宅建築工事において、一イ貝l足場上で屋根
に雨どいをとりつける作業中、バランスをくずして足場3層目から
約6メートル下の地面まで墜落した。

【手すり等の墜落防止設備もなく安全帯も使用させずに作業をさせ

ていた。】

擁校舎建替工事において、5階内部の枠組み足場上で柱の型枠組

立作業をしていたところ、バランスを崩し高さ38mの 3層目足場
から墜落した。

【手すりのない枠組み足場上で作業させていた。】

関係請負人の職長は、工程や作業手順について元方事

業者と打合せをした上で、危険を防止するため、配下の労

働者とも具体的な作業手順書などを基にして十分な打合せ

をする必要がありますが、元方事業者は作業手順の検討に

必ずしも熱心でなく、職長は、作業手順に基づくKY活動の

実施といった打合せを十分には行つていなかったと見られる

事例があります。その結果、例えば安全帯の使用も徹底し

ていませんでした。

免瞼罠飩袂yll

凝外部枠組足場(手すりわく式)の解体作業において、枠組足場の

手すり枠を外そうと取付用金具を外したときに、建枠を降ろして

いた□一プと絡まつた別の□―プを保持するよう指示されたた

め、□一プを手にしたところ前のめりになり取付用金具が外され

た手すり枠が外れ、高さ31メートル下へ落下した。

【手すり枠を先に外したため、手すりがない状態で足場上で解体作業
を行わせていた。】

鬱エレベーター搬器の解体作業を行う際、搬器の天丼に上がリア
セチレンガスによリワイヤー□一プの緊結金具を溶断したところ
ワイヤー□一プが外れ、搬器のバランスを取ってワイヤー□―プ
で結ばれているカウンターウエイトが落下し、搬器上でガス溶断
していた作業員の頭部にカウンターウエイトが直撃した。

【エレベーター解体を行う作業手順がなく、専門性のない下請作業員
が実施していた。】

墜落。転落で死亡する労働者の多くは、現場入場 1日目や

2日日です。新たに現場で作業に従事することとなった労働

者に対して、職長など関係請負人の責任者は、現場内の危

険箇所の状況、他の事業者の労働者が混在作業をする場

所の状況などの事項について、その現場の特徴を踏まえた

教育を行う必要があり、元方事業者はそのための支援をす

る必要がありますが、これが十分行われていなかったと見ら

れる事例があります。

鵞趾浴鰈鱚yll

警橋梁の補修工事において、橋梁下部につり足場の組立作業中

に、照明を/Te設するための作業に取りかかったところ、作業員が

つり足場から転落した。

【新規入場者教育について、夜間における橋梁下部の吊り足場上
での作業という現場の特徴を踏まえたものになっていなかった。】

擁公園設備の工事において、トラックの荷台から締固め用の□一

ラーを降ろすため、鋼製の道板を設置し□―ラーを降ろしていた

ところ、被災者は道板上でバランスを崩し4fR向けに転[lじ□―

ラーに蝶かれた。

【ローラーの使用方法について適切な教育を実施していなかった。】
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瞑慈・輸彊によ繹冬奮鍵警瞳趨置審慧癬鑑雹:こ 躍縦出栂‐‖搬

餞
毘
吻

機鉤靡は2は嘔
瞼浴絋黎鰤通妙鳳軋祓褥黎
饂憮鶉嘔なし腋檄

災害事例にみられるとおり、墜落。転落による死亡災害の多くは、事前に、墜落による危険の可能性等をよく洗い出し、

関係者が打合せ、危険防止措置や危険性をよリー層低減させる措置を講じることで、発生を防止できると考えられま魂

このため、リスクアセスメントの適正な実施は大変有効な手法です。

建設業では、墜落・転落による死亡災害防止のため、過去長年の取組がされてきましたが、従来からの手法ではなか

なか死亡者を減らすことができなしヽ状態になつてしまつたと考えられ議す。

“墜落 G転落による死亡者ゼロ"は、誰もが願う緊急重大な課題です。今後、効果的に

“墜落・転落による死亡者ゼロ"を実現するためには、事業者の新たな決意の下、本社、

支店等の店社、施工現場の責任者、職長が中心となつて、リスクアセスメントなど次の取

組を実施し、かつ、充実させてしヽくことが必要です。

″蟷躙艤蝙塚瘍黎鰤憮鸞魃明瘍膨影⑪鶉晰凩縣絣脩瘍礫隧

多貶鰺褪痣膨鰊蟷塚靡晰塚悛躙瘍躙眩嘔魃瘍褥瞼鑽隧骰

麒塚蜻蠅塚膨卜夕瘍晰雉嘔躙瘍嗚鶉

摯膨傷徳烙鶉鰺隋贔貶瘍鰈魃鶉餃粽隧

仄孟尚舅蛉條咆籟酪隋翁鬱饂●。

巫儡瘍魃饂硫賊絨膨褥睦櫃り、釉巫吻軋頸ン鉤上りなり。

鰈瞼同隆雉鑽瘍踪縁鶉ン膨襄舅す。

癸夕鼈鰤蜀鰊蝠釉跛黎瞼うな晰眩丁鶉写八躊吻。

晰踵骰贖鶯心は飩釉鰤瘍饂晰鐘詢⑪綺胚狡膵魏鶉厖寵yな。

は慧籟鮭瘍卜扮‡こ誦骰躊刈埒綺べ鬱贔錮鸞濾蜀踵晰鰤隕鰺‡逼櫃劣なす。

鐵
爾
嶽
嶽
爾
鐵
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に
膨痰夕卵剋凩

鯰
躊

蟷瑕鵞趾魃躙饂了

労働災害の効果的防止のための安全衛生管理手法として、危険性又は有害性等の調査

(リスクアセスメント)の実施が、労働安全衛生法に規定されました。リスクアセスメントを適

切に実施して、死亡災害等の発生を予防しましょう。

死亡・重傷災害は、リスクアセスメントをきちんと実施することでその多くを防ぐことがで

きます。なぜなら、リスクアセスメントは、危険の度含の大きいリスクに対して優先的な対策

を請じる仕組みだからです。

鰯
ポト⑪珊軋X"はM鰈閻畿蠅舅燒鶉鰊鰈颯蝙◎
虫蜀u●瘍鶉》薇舅絋漑賤彦◎
(便宣上、リスクアセスメントとその結果に基づく対策の実施をリスクアセスメントとして扱つています。)

靱匿‐鼈院の雛慾麒賑

靱m‐瞳域のは畿聰轟攣
蟄舅1瞳核鰤眩祠饒魏蟷儡llu罐り書鉤LI誦儡鰊熙朧

施工に伴う安全衛生の確保は、元方事業者の店社 (本社や支社 0支店など)が着工前な

どに行うリスクアセスメント、請負人の事業者が行うリスクアセスメント、さらに施工現場で

のリスクアセスメントとがあいまつて効果を発揮します。実際には、リスクアセスメントの展開

は様々な形になり得ます。そのうち、ここで示すのは、現場の責任者や請負人の職長が取

り組める施工現場での簡単な試みの例です。(これも、実際のやり方は多様ですから、必ず

しもすべて同じようにしなければならないというものではありません。)
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蜃
膨痰夕卵鰺痰

財
鶯鰈  辮嘔

掏鐘、睫財瘍斃晰珈雉雉鰈爾偕鰊膠舒蛉吻颯眩‡ブ熙懃雉し蜃贄なし麟機◎

瘍儡鋏謳骰
:施工現場における元方事業者と請負人の職長が協力して行います。
:次の事項

予定されている作業の作業手順を分解 (作業手順書があればそれを利用)して、作業の
順序に従つて、「墜落・転落の危険がどこに潜んでいるか」を、建物、仮設物等の各種設備
について、危険を洗い出します。洗い出しは、「～(誰)が、～する(作業)とき、～だつた(墜落 0

転落の危険)ので、～になる(墜落・転落)」 というように行います。

鬱墟爾 「クレーンで荷揚げする型枠部材を最上階に取り込畿 き、荷を]|き込もうとして床先んヽ3墜藩する機
艤聾量 「荷揚げした型枠部材を整理するとき、すぐわきにエレベータービットがあるので、燿こ妙ら墜落する」

勒隧聰鶉藤軋隋鵞鯰
実 施 者 :施工現場における元方事業者と請負人の職長が協力して行います。
実施事項 :洗い出した危険について、危険の度合がどのくらいになるか見積を行います。

見積をするための基準としては、次のものが必要で、これらはあらかじめ決めておく必要
があります。

蟷 災孟が贔饉じ亀雉禽鰊魃瞳炒鰊辣鑢諷

× :死亡・重度の障害 △ :休業する災害 ○ :休業しない軽症
0贅書が鉤量惨魃覇畿1麒蜀洟鑢lpll

× :可能性が高い △ :可能性がある ○ :ほとんどない
鰈タリ批ク命鱗ι鵜鶴雛傷

驚臨鱗織筋窮 4飩腑 赦 琥霰靱繊搬確鶴攣ウ

輪 :眩鶴瞳際のI台がM輔 判:L鶴冬院の鷹はか畿醗
0~~―

― ― ― 怒

9 7 4
8 5 ●
6 3 ■

一

洗い出した危険を上の表に当てはめて、危険の度含を見積もります。

「危険の洗い出し」のところの洗い出しの例1と例2を当てはめてみます。

け鱗Ⅷ  lyllえば、贔上瞳の床先が妙なり高い場所であると仮定して、

R薇瞳餃X蝙屹響繹膨蝙饉鳳△ なり繹心、饂院の農禽濾 F8』 と籟う兌穫鐘態診譲ず。
鬱艤鑽  停』えば、ピットがかなつ深しヽと仮定して、     .
巡隆祗鰺X褥屹警鰺膨鑽茫鰺× 鰤響饂睦、L鶉鰊鷹Ω濾『9』 鰤機馘甍績:こなり譲ず。
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愧隆鼈晰隋鰤瘍誂蝙瘍誦諫瘍虫鰤な入蝙
実 施 者 : 施工現場における元方事業者と請負人の職長が協力して行います。

実施事項 : 危険の度合に応じて、対策を決定し、実施者、実施時期を決めます。

対策とその実施時期を決めるため、基準をあらかじめ決めておく必要があります。

ただし、法令で定められた対策は、必ず実施することが必要です。

対館の基準のbll

融 合鐵 リースクのレベル 対策翁基準

91‐8 A R大 な危晰 作魏じない。画ちに恭甕疱対策実施

71■5 B 危険 はやなゝ1逗効繋鶉対策実施

413 G け少危険 蠅やか0鑢策実施
21■1 D あまり危険ではなけ 可能な餘国で対策実施

洗い出しの例1と例2について実施してみると

最後のベージの表のようになります。

咆琴渕ろ轟鳳1饒

葉:1写:rお囀 撃畢冥「3
=す
るとともにtこれを中核と0たガ勲安全衛

鱚 躙

饒 頸

システムの
基本要素

労働者の

意見の反映

担当者の資任。

権限の明確化

手順の明確化

記録め整備

鋳働安全衛鰹マネジメントシステムの仕縄司
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◆ 事業場における 【 リスクアセスメントの実施 】
◆ 譲渡・提供時の 【 安全データシート（SDS）の提供 】
◆ 譲渡・提供時の 【 容器等へのラベル表示 】

1

化学物質※を
取扱う事業場の皆さまへ

リスクアセスメントを実施しましょう

中央労働基準監督署（Ｈ29.９）

平成28年6月1日施⾏の改正労働安全衛生法に基づき、化学物質（労働安全衛生法
施⾏令別表第９に掲げる物質等）について、以下の3点が義務づけられています

化学物質を取り扱う事業場では・・・

ラベルで
アクション
運動実施中

作業前に絵表示を確認！

※令別表９に掲げる 663物質（平成29年3月1日〜）
なお、平成30年7月1日から 672物質となります

容器等のラベルに危険有害性を示すGHS絵表示のついている製品については、メーカー
等から提供される安全データシート(SDS)を確認し、人体に及ぼす作用や取扱い上の
注意を把握しましょう。
SDS等の情報を基に、その化学物質の取扱い業務についてリスクアセスメントを実施し
ましょう。

化学物質の危険有害性の情報が適切に伝達され、事業者がその取り扱い状況に応じて
適切に管理できるようにすることが重要です。
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2

危険性または有害性の特定

リスク評価

可燃性／引火性ガス
引火性液体
可燃性固体
自己反応性化学品 など

支燃性／酸化性ガ
ス
酸化性液体・固体

爆発物
自己反応性化学品
有機過酸化物

⾦属腐⾷性物質
皮膚腐食性
眼に対する重大な
損傷性

高圧ガス 急性毒性
（区分１〜３）

急性毒性 (区分４)
⽪膚刺激性(区分２)
眼刺激性(区分２Ａ)
皮膚感作性
特定標的臓器毒性（区分３)など

水生環境有害性 呼吸器感作性
⽣殖細胞変異原性
発がん性
生殖毒性
特定標的臓器毒性（区分1､2）
吸引性呼吸器有害性

【どくろ】

【円上の炎】 【爆弾の爆発】

【ガスボンベ】【腐食性】

【環境】 【健康有害性】

【炎】

【感嘆符】

＜危険有害性クラスと区分（強さ）に応じた絵表示と注意書き＞

塗料、ラッカー、シンナー、接着剤、結晶シリカ、溶接ヒュームといったいくつ
かの化学物質は、労働者がさらされる可能性のある化学物質のほんの一部です。
対象となる業務を洗い出した上で、 SDSに記載されている

GHS分類などに即して危険性または有害性を特定しましょう。 ●●●

危険
○○○○○・・・
△△△△・・・・

安全データシート
（SDS）
●●●
---------------------
---------------------

---------------------
---------------------

いくつかの⽅法（以下の例）から選択しましょう
□（発生可能性）と（重篤度）を考慮する方法

→従来から一般的なマトリクス法などのほか、コントロール・バンディング※等の方法があります。
□（有害性の程度）と（さらされる程度）を考慮する方法

→化学物質などの気中濃度を測定し、
ばく露限界値と⽐較する⽅法は、最
も基本的な方法として推奨されます。

□ その他の方法
→特定化学物質、有機溶剤などは、特別則に定める具体的な措置の状況を確認する方法などがあります。

※サイト上で必要情報を⼊⼒すると、リスクレベル
と対策が⽰される簡易的なリスクアセスメント⼿法。

リスクは許容範囲を超えている
ばく露限界値*

リスクは許容範囲内とみなす

*許容濃度、TLV-TWA
ばく露量 (実測値)

SDS入手状況を確認しましょう

１ 化学品および会社情報 ９ 物理的および化学的性質（引火点、蒸気圧など）

２ 危険有害性の要約（GHS分類） 10 安定性および反応性

３ 組成および成分情報（CAS番号、化学名、含有量など） 11 有害性情報（LD50値、IARC区分など）

４ 応急措置 12 環境影響情報

５ 火災時の措置 13 廃棄上の注意

６ 漏出時の措置 14 輸送上の注意

７ 取扱いおよび保管上の注意 15 適⽤法令 (安衛法、化管法、消防法など)

８ ばく露防⽌および保護措置（ばく露限界値、保護具など） 16 その他の情報

＜ＳＤＳの記載項目(ＧＨＳ勧告に基づくもの)＞

SDS情報のほか、ばく露量や作業条件も考慮しましょう

適切なリスク評価に基づき、リスク低減措置を検討しましょう
リスク低減措置は確実に実施し、記録を残すようにしましょう
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3

作業段階
対 策 例

換気 保護具※ 管理 爆発火災対策

保管場所 庫内換気用の
吸排気設備

保管場所での
防毒マスク着用 掲示、施錠 消化器配備

密閉保管

準備作業 換気設備の
有効性確認

マスクの点検、確保、
着用確認等

対策の周知徹底
装備確認

着火源の持込禁止
防爆構造

本作業 換気設備の
稼働状態確認

マスクの使用状態の
常時確認

管理者の指揮監督
非常時の応急処置 飲食禁止

片付け 換気設備は人がいな
くなった後停止

マスクの使用記録、
適正保管 廃棄物の適正処理 使用済ウエス

の処理

リスク低減措置の例

作業の計画段階においては、より本質的なリスク低減措置※を検討しましょう。
※作業そのものの廃止や、有害性の低い代替物質への変更等

防毒マスクの吸収缶は必ず現
場のガス濃度および種類に応じて
選定すること。
ミストが発生する場合は、防じん
機能を有する吸収缶を使用する
こと。
※防じん機能を有する防毒マスク
にあっては、吸収缶のろ過材があ
る部分に白線

吸収缶の種類 規格 吸収缶の側面の色

有機ガス用 国家検定 ⿊

ハロゲンガス用 国家検定 灰⾊及び⿊

アンモニア用 国家検定 緑

亜硫酸ガス⽤ 国家検定 ⻩⾚⾊

一酸化炭素用 国家検定 赤

酸性ガス用 JIS 灰色

シアン化水素用 JIS ⻘

硫化⽔素⽤ JIS ⻩

臭化メチル用 JIS 茶⾊

水銀用 JIS オリーブ色

ホルムアルデヒド用 JIS オリーブ色

リン化水素用 JIS オリーブ色

エチレンオキシド用 JIS オリーブ色

メタノール用 JIS オリーブ色

防毒マスクの種類 使用できる
濃度の上限

隔離式 ２％
アンモニアは3％

直結式 １％
アンモニアは1.5％

直結式小型 0.1％

＜防毒マスクの選定＞

このほか、吸収缶の有効時間（破過曲線図の確認）を算定し、交換時期の目安や
未使用の吸収缶の保存期限等についても確認が必要です。

年⽉⽇ 使用時間 時間（分） 累計（分）
１ 時 分 〜 時 分

２ 時 分 〜 時 分

３ 時 分 〜 時 分

ガスの種類 使用者名
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（法第57条の3第1項）

4

リスクアセスメントの流れ

特定された危険性または有害性による
リスクの⾒積り

リスクの⾒積りに基づく
リスク低減措置の内容の検討

リスクアセスメント結果の労働者への周知

（法第57条の3第2項努⼒義務）

リスク低減措置の実施

ステップ２

ステップ３

ステップ４

ステップ５

化学物質等による危険性または有害性の特定ステップ１

（安衛則第34条の2の7第2項）

（安衛則第34条の2の８）

（法第57条の3第1項）

“有害性”と“危険性”を絵表示
により特定し、SDSを理解。

“有害性”はばく露量を考慮。
ｺﾝﾄﾛｰﾙ･ﾊﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞの活用も。

SDSに基づく対策の織込み。
作業条件等も加味すること。
（以下の例も参考に）

周知方法は、掲示、朝礼、
安全ミーティング、打合せ、
教育等を通じて⾏う。
(安全施工サイクルの中で)

定期

店社が⾏う
リスクアセスメント

安全衛生目標・
計画・作業標準

作業手順書・
作業計画書

関係請負⼈が⾏う作業の
リスクアセスメント

着⼿前・計画変更時

現場が⾏う当該⼯事の
リスクアセスメント

施工計画

過去のリスクアセスメント記録・作業所からの情報

知⾒・ノウハウの蓄積
次の工事に活かす

建設業におけるリスクアセスメント 各リスクアセスメントの
実施時期、実施主体毎の
役割を明確にしましょう。

ラベル・SDS・リスクアセスメントの実施に関する訪問支援等
１）相談窓口（コールセンター）を設置し、電話やメールなどで相談を受付
ラベルやSDSの記載内容の理解やこれを活⽤したリスクアセスメント方法についての質問受付、
「化学物質リスク簡易評価法（コントロール・バンディング）」についても相談できます。

050-5577-4862（月〜⾦10:00〜17:00（12:00〜13:00を除く）※祝日、年末年始を除く
２）専門家によるリスクアセスメントの訪問支援
事業場からのご要望に応じて専門家を派遣し、リスクアセスメントの実施を支援します。
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一酸化炭素中毒(以下「CO中毒」という。)による休業4日以上の死傷者数は、全国では、

平成26年に20件(35人)発生しており、発生原因等を見ると、内燃機関を有する機械等

を使用する作業場における換気不十分を原因とするものが全体の 8割以上を占めており、

内、建設業が全業種の半数を占めています。 

建設業における一酸化炭素中毒の内訳は、室内等における発電機等の内燃機関の使用によ

るものやコンクリート養生のための練炭の使用によるものが多くなっています。 

東京労働局管内においても、平成26年に3件の災害が発生しており、内2件は建設業

によるものとなっております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作業手順書の記載事項 

・作業手順書の作成者 

・作業を行う日時 

・作業の内容 

・作業場所 

・労働者の数 

・使用するＣＯ発生機材等 

・換気の方法と使用する換気設備 

・使用する呼吸用保護具 

・ＣＯ濃度、酸素濃度測定機材の種類、測定

方法、測定時期 

・ＣＯのガス検知警報装置の種類 

・練炭使用の場合、その保管方法 

・内燃機関使用の場合、その保守点検状況 

・作業の手順 

・緊急時の対応 

作業責任者の選任と職務 

・作業手順書の作成 

・立ち入りを禁止表示 

・呼吸用保護具の適正使用の確認 

元方事業者による管理 

・作業手順書を提出させる 

・労働衛生担当者の氏名の確認 

・作業責任者の氏名と現場巡視計画の確認 

・ＣＯ中毒に係る労働衛生教育受講の有無 

・作業工程ごとの作業開始及び終了予定日時 

・作業場所の巡視 

・関係請負人との連絡調整 

・ＣＯ中毒危険箇所への立ち入り禁止措置 

 

内燃機関・練炭等の使用の際の作業管理 

（自然換気不十分な場合） 

・作業開始前の点検(保護具の数・警報装置等) 

・作業中(保護具の着用・継続的ＣＯ濃度測定) 

・作業終了後(保護具の清掃・洗浄など) 

・異常時の措置(退避・原因調査・再測定など) 

建設業における一酸化炭素中毒予防のためのガイドライン（抜粋） 

作業環境管理 

・ＣＯガス濃度計で測定 

・換気は時間的に均一に（１時間当たり作業場

所容積の２０倍以上の割合で入れ替える）等 

警報装置   ・使用前の作動確認 

       ・作業場所毎の設置等 

 

呼吸用保護具 ・有効な保護具の選択と使用 

健康管理   ・雇入れ時、定期健康診断 

       ・健診後の事後措置 

労働衛生教育 ・雇入れ時の教育 

       ・日常の教育 

       ・緊急時の訓練 

一酸化炭素中毒災害の防止について 
⻘梅労働基準監督署 
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このリーフレットに関する詳細については、都道府県労働局またはお近くの労働基準監督署までお問い

合わせください。 

粉じん障害防止措置の追加について 

○呼吸用保護具の使用が必要な粉じん作業の範囲の拡大 

① 金属をアーク溶接する作業を行う場合 

 これまで、「金属をアーク溶接する作業」を行う場合、呼吸用保護具（防じんマスク）※１の使用は、

「屋内、坑内又はタンク、船舶、管、車両等の内部に」おいて行うものに限定されていましたが、こ

の範囲が「屋外」において行うものにまで拡大されます。 

 これにより、屋内屋外を問わず、「金属をアーク溶接する作業」を行う場合には、呼吸用保護具（防

じんマスク）※1を使用することが必要となります。 

② 岩石・鉱物を裁断等する作業を行う場合 

これまで、「手持式又は可搬式動力工具を用いて岩石又は鉱物※２を裁断し、彫り、又は仕上げする

作業」を行う場合、呼吸用保護具（防じんマスク）※１の使用は、「屋内又は坑内に」おいて行うもの

に限定されていましたが、この範囲が「屋外」において行うものにまで拡大されます。 

 これにより、屋内屋外を問わず、「手持式又は可搬式動力工具を用いて岩石又は鉱物を裁断し、彫

り、又は仕上げする作業」を行う場合には、呼吸用保護具（防じんマスク）※1を使用することが必要

となります。 

 

※１ 呼吸用保護具（防じんマスク）は、国家検定に合格したものを使用してください。 

※２ 「鉱物」には、鉱さい、活性白土、コンクリート、セメント、フライアッシュ、クリンカー、

ガラス、人工研磨材（アルミナ、炭化けい素等）、耐火物、重質炭酸カルシウム（石灰石の着

色部分を除去し微細粉末としたもの）、化学石こうなどの人工物も含まれます。 

 

○粉じん作業の範囲の拡大 

これまで、「屋内、坑内又はタンク、船舶、管、車両等の内部に」おける金属をアーク溶接する作業

が、粉じん作業として定められておりましたが、「屋外」で行うものにまで粉じん作業の範囲が拡大さ

れます。 

これにより、金属をアーク溶接する作業を行う場合には、粉じん作業場以外の場所に休憩設備を設け

ることが必要となります。 

また、常時アーク溶接を行う事業場のうち、屋外でのみアーク溶接作業を行っていた事業場において

も、定期的なじん肺健康診断の実施と、じん肺健康管理実施状況報告※３の提出が必要となります。 

 

※３ じん肺健康管理実施状況報告について 

常時粉じん作業に従事する労働者がいる事業場では、毎年 2月末までに、その前年のじん肺

健康管理実施状況を記した報告書を、所轄の監督署に提出する必要があります。報告に使用す

る用紙（様式第 8号）は、厚生労働省のホームページよりダウンロードしてください。 

○厚生労働省ＨＰ 

ホーム＞政策について＞分野別の政策一覧について＞雇用・労働＞労働基準＞事業主の方へ＞安全衛生

関係主要様式＞各種健康診断結果報告書 

アドレス http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei36/dl/18_09.pdf 
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